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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第44期から「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利

益」の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 第46期は連結財務諸表を作成していないため、当連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (百万円) 54,718 54,625 59,557 60,306 ―

経常利益 (百万円) 1,479 2,892 2,609 3,533 ―

当期純利益 (百万円) 599 1,039 1,583 1,889 ―

純資産額 (百万円) 57,560 57,732 57,653 59,173 ―

総資産額 (百万円) 72,392 70,662 72,027 71,677 ―

１株当たり純資産額 (円) 1,226.28 1,261.15 1,333.88 1,370.32 ―

１株当たり当期純利益 (円) 12.57 22.31 35.52 43.73 ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.5 81.7 80.0 82.6 ―

自己資本利益率 (％) 1.0 1.8 2.7 3.2 ―

株価収益率 (倍) 21.0 16.0 20.8 22.2 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,170 870 6,715 6,017 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 845 △4,071 △1,537 △7,697 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,179 △1,041 △1,882 △805 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 33,206 28,748 31,684 28,998 ―

従業員数〔ほか、 
平均臨時雇用者数〕

(名) 475〔164〕 442〔160〕 422〔178〕 424〔170〕 ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第42期より第45期は連結財務諸表を作成しているため、第46

期は関連会社がないため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第44期から「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利

益」の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 第42期より第45期は連結財務諸表を作成しているため、第45期以前の営業活動によるキャッシュ・フロー、

投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残

高については記載しておりません。 

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (百万円) 54,055 54,288 59,244 60,197 55,091

経常利益 (百万円) 2,081 2,941 2,610 3,554 4,624

当期純利益 (百万円) 746 734 1,382 1,643 2,409

持分法を適用した場合 
の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 12,208 12,208 12,208 12,208 12,208

発行済株式総数 (千株) 47,841 47,841 47,841 47,841 47,841

純資産額 (百万円) 58,268 58,145 57,888 59,166 61,252

総資産額 (百万円) 73,047 71,031 72,203 71,662 75,531

１株当たり純資産額 (円) 1,241.37 1,270.18 1,339.32 1,370.15 1,419.61

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
10.00

(―)

10.00

(―)

15.00

(―)

20.00

(―)

22.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 15.67 15.78 31.01 38.05 55.82

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.8 81.9 80.2 82.6 81.1

自己資本利益率 (％) 1.3 1.3 2.4 2.8 4.0

株価収益率 (倍) 16.8 22.6 23.8 25.5 19.2

配当性向 (％) 63.8 63.4 48.4 52.6 39.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― 2,931

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― △3,845

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― △1,079

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) ― ― ― ― 26,964

従業員数〔ほか、 
平均臨時雇用者数〕

(名) 461〔98〕 429〔91〕 416〔104〕 423〔107〕 412〔111〕



２ 【沿革】 

 
  

昭和30年３月 大阪市西区梅本町において脇田機械工業所を創業、舶用機械の販売・修理を開

始。

昭和35年３月 資本金200万円の株式会社に改組。商号を脇田機械工業株式会社に変更。 

産業機械及び舶用機械の販売・修理を開始。

昭和37年３月 建設機械等の賃貸事業を開始。

昭和41年６月 東京営業所を開設(昭和44年５月支店昇格)。

昭和42年５月 建設機械等の製造・販売を開始。

昭和42年７月 九州営業所を開設(昭和49年５月支店昇格)。

昭和43年７月 名古屋営業所を開設(昭和55年９月支店昇格)。

昭和44年３月 仙台営業所を開設(昭和53年３月支店昇格)。

昭和44年５月 大阪支店を開設。

昭和45年11月 広島営業所を開設(昭和55年９月支店昇格)。

昭和49年３月 博玉メリヤス株式会社(大阪市東区 資本金100千円)を株式の額面変更を目的とし

て吸収し、商号を株式会社ワキタに変更。

昭和54年10月 大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和57年９月 滋賀工場新設。

昭和58年２月 本社事務所を大阪市南区(現大阪市中央区)に移転。

昭和59年３月 映音事業部新設、映像・音響機器の販売・賃貸事業を開始。

昭和59年10月 株式会社ワキタ・クレジットを設立。金銭の貸付・手形の割引等の事業を開始す

る。

平成元年８月 大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定。

平成４年４月 営業本部、管理本部を新設。

平成６年11月 株式会社シンコム(旧商号 新宮商事株式会社)の全株式を取得し、映像・音響事

業の強化を図る。

平成９年１月 株式会社ワキタ・イノベーション・ネットワークを設立。映像・音響事業の強化

を図る。

平成11年３月 映音事業部をシステム事業部に改称。

平成12年２月 本社ビル(大阪市西区江戸堀)竣工。

平成12年３月 登記上の本社を大阪市西区江戸堀に変更し、本部ならびに本社営業各部、近畿事

業部、システム事業部、大阪支店及びシステム大阪支店を移転。

平成17年８月 株式会社シンコムの清算結了。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、前連結会計年度において当社及び子会社３社で構成されておりましたが、連結子会社

でありました㈱シンコムは平成17年２月28日の臨時株主総会において解散を決議し、平成17年８月５日に

清算結了いたしました。また、㈱ワキタ・クレジット及び㈱ワキタ・イノベーション・ネットワークの子

会社２社についても子会社の資産、売上高等から見て、企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的

な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、当連結会計年度は連結財務諸表を作成しておりま

せん。従って当事業年度は、非連結の決算をおこなっております。 

当社は、土木・建設機械、建設資材、商業設備、映像・音響機器、その他の製造・販売並びにレンタル事

業を主な事業活動としております。  

当社の事業内容は次のとおりであります。 

 
  

当社の状況を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

[建 機 事 業] 土木・建設機械等の製造・販売並びにレンタルを行っております。

[商 事 事 業] 建設資材、商業設備等の販売・レンタル、住宅設備・分譲住宅等の販売及び不動産の賃貸

を行っております。

[映像・音響事業] 映像・音響機器の販売・レンタルを行っております。



４ 【関係会社の状況】 

前事業年度において、連結子会社でありました㈱シンコムは平成17年2月28日の臨時株主総会において

解散を決議し、平成17年８月５日に清算結了いたしました。 

また、前事業年度において、連結子会社でありました㈱ワキタ・クレジット及び㈱ワキタ・イノベーショ

ン・ネットワークは重要性が乏しいため、当事業年度は連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間平均雇用人員を外書で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託の従業員を含み、派遣社員は除いております。 

３ 平均年間給与には賞与及び基準外賃金が含まれております。 

  

(2) 労働組合の状況 

 当社の労働組合はワキタ社員組合と称し、昭和45年９月12日に結成されております。 

組合員数は270名で上部団体には加入しておりません。 

労使関係については、円滑な関係にあり特記すべき事項はありません。 

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

412〔111〕 40歳11ヵ月 15年10ヵ月 5,921



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、長びいた調整過程をようやく脱し、景気は回復局面に入ってまいりまし

た。堅調な企業の設備投資や業績に現われておりますように、回復基調は今後も持続していくものと見

られております。 

 建設業界並びにわれわれ関連業界におきましては、都市圏において民間建設需要の回復は見られるも

のの、厳しい財政状態にある国や地方における公共事業の縮小は続き、建設投資額は依然減少傾向が止

まらず、厳しい情勢が続きました。 

 なお、当事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前期との比較は、前期の個別財務諸表との

比較数値であります。 

 こうした状況のもとで当社は、建設機械関係等の業績低下を喰い止めるべく努力を傾注すると共に、

商業設備関係等の多角化事業の拡大に努めてまいりましたが、売上高は前期比51億５百万円、8.5％減

の550億91百万円という結果となりました。 

 利益面におきましては、売上総利益は前期比18百万円減少しましたが、販売費及び一般管理費が５億

51百万円減少しましたことにより、営業利益は前期比16.6％増の37億42百万円となりました。経常利益

は、受取利息・配当金の増加や為替差益が寄与し、前期比10億69百万円、30.1％増の46億24百万円とな

りました。当期純利益は、前期比46.6％増の24億９百万円を計上することができました。 

事業の部門別の業績を示すと次のとおりであります。 

① 建機事業 

景気の回復局面により、民間の設備投資はようやく回復基調となりましたが、公共事業の縮小傾

向は依然止まらず厳しい情勢が続きました。このような状況下、人員の配置転換や新型機械の増強

を実施して営業力の強化に努めた結果、販売部門では、前期比４億72百万円、2.9％減の160億36百

万円となり、前期実績を下回る結果となりましたが、賃貸部門は、前期比11億33百万円、11.4％増

の110億76百万円となりました。この結果、建機事業全体の売上高は271億13百万円（前期比2.5％

増）、営業利益は26億81百万円（同9.8％増）となりました。 

② 商事事業 

商業設備部門において増員による営業体制の拡大を図りましたが、事業環境の急激な変化に対応

できず余儀なく低迷しました。住宅関連部門も、税務上の優遇措置の廃止や優良な販売用不動産の

確保が出来ない厳しい環境の下、業績低下を食い止めるべく鋭意努めましたが、販売部門では、商

業設備関係及び住宅関連事業等が前期比64億97百万円、22.1％減の228億60百万円、建設資材その

他が前期比3.5％減の９億55百万円となり、そして賃貸部門は、前期比１億41百万円増の２億63百

万円となり、商事事業全体の売上高は240億79百万円（前期比21.0％減）、営業利益は６億39百万

円（同23.3％減）となりました。 

③ 映像・音響事業 

個人消費の回復と歩調を合わせてカラオケ機器の販売は順調に推移し、新機種の取引拡大や、ビ

ジネスホテル向けレンタル機器の好調な業績と相まって、販売部門では、前期比７億48百万円、

24.2％増の38億44百万円となり、賃貸部門は、前期比１億24百万円減の55百万円となりましたが、

映像・音響事業全体の売上高は38億99百万円（前期比19.1％増）、営業利益は４億20百万円（前期

は営業損失68百万円）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、賃貸用不動産や投資有価証

券の取得等により、当事業年度末残高は269億64百万円となりました。 

 なお、当事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前期との比較は行っておりません。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における営業活動による資金の増加は、29億31百万円となりました。主な要因は、税引前

当期純利益の42億25百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における投資活動による資金の減少は、38億45百万円となりました。主な要因は、有形固

定資産の取得による支出46億40百万円、投資有価証券の取得による支出23億47百万円等によるものであ

ります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度における財務活動の結果、使用した資金は10億79百万円となりました。主な要因は、配当

金の支払８億61百万円等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前期比は、前期の個別財務諸表における事業部門別

との比較数値であります。 

  

(1) 生産実績 

イ 生産実績 

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

ロ 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額は仕入価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社における生産方式は、受注生産によらず需要状況を勘案して、見込生産を行っていますので、受

注高、受注残高は省略しております。 

  

事業部門の名称 金額(百万円) 前期比(％)

建機事業 1,420 ＋34.8%

商事事業 1 △51.8%

合計 1,422 ＋34.6%

事業部門の名称 金額(百万円) 前期比(％)

建機事業 12,505 △4.9%

商事事業 20,747 △19.9%

映像・音響事業 3,373 ＋38.2%

合計 36,627 △11.7%



(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

なお、当事業年度において総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の販売先はありませ

ん。 

  

 
(注) 上記金額には賃貸収入が次のとおり含まれており、消費税等は含まれておりません。 

 
  

事業部門の名称 金額(百万円) 前期比(％)

建機事業 27,113 ＋2.5%

商事事業 24,079 △21.0%

映像・音響事業 3,899 ＋19.1%

合計 55,091 △8.5%

 建機事業 11,076百万円

 商事事業 263百万円

 映像・音響事業 55百万円



３ 【対処すべき課題】 

当社が対処すべき事業上、財務上の課題としては以下があげられます。 

①建機事業におきましては、経営資源や経営拠点を都市部へ集約させることにより、効率的な運営を図

り、収益を確保すること。 

②商事事業の多角化を一層推進すると共に、利益率の向上を図ること。 

③資本効率の向上を図り、株主価値をさらに高めること。 

 以上により、バランスのとれた経営を目指してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成18年２月28日）現在において当社が判断

したものであります。 

(1) 事業環境について 

建機事業は汎用の建設機械を主に取り扱っているため、公共投資や民間設備投資の減少に伴う同業者

間競争の激化による価格下落等が、売上高・利益の減少の要因となるリスクがあります。 

また、建設機械のレンタルは、需要の減少による同業者間の単価競争や新型機械の導入に伴うコストの

上昇が、収益性に影響を与えるリスクがあります。 

 商事事業は事業設備投資の提案事業が、金融緩和に伴う競合や消費者心理の冷え込みによる設備投資

意欲の低下で、業績に影響を与えるリスクがあります。 

 住宅設備及び分譲住宅の販売において、税務上の優遇措置の廃止や好条件での宅地購入が潤沢に進ま

ない場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 映像・音響事業は一般消費者動向の影響を直接受けるため、消費者環境の悪化により業績に影響を与

えるリスクがあります。 

(2) 有価証券投資による影響について 

有価証券の投資には、価格変動リスク、信用リスク、為替金利変動リスク、元本毀損リスク等のいろ

いろなリスクを包含しており、有価証券投資が当社の業績、キャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性

があります。 

(3) 為替変動による影響について 

当社は、資金の運用等を一部外貨建預金等で行っており、為替レートの変動により、業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

(4) 固定資産の減損について 

重要な資産で減損の対象となるものとして土地がありますが、今後、大幅な下落が続けば、減損処理

適用年度の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末(平成18年２月28日)現在において当社が判断し

たものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。この財務諸表を作成するにあたり採用している重要な会計方針については、「第５経理の状況

２財務諸表等 (1)財務諸表 重要な会計方針」に記載しているとおりであります。また、見積りにつ

いては過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結果

を資産・負債及び収入・費用の金額に反映して財務諸表を作成しております。なお、実際の結果は、見

積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

(2) 今期の財政状態の分析 

当社の今期の財政状態は、次のとおりであります。 

なお、当事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前期との比較は、前期の個別財務諸表との

比較数値であります。 

流動資産は、前事業年度に比べ13.0％減少し461億69百万円となりました。これは、主として賃貸用

不動産の取得などにより現金及び預金が70億33百万円減少したことなどによります。 

固定資産は、前事業年度に比べ58.1％増加し293億62百万円となりました。これは、主として賃貸用

不動産が56億60百万円、長期性預金が41億42百万円増加したことなどによります。 

この結果、総資産は、前事業年度に比べ5.4％増加し755億31百万円となりました。 

流動負債は、前事業年度に比べ6.4％増加し122億77百万円となりました。これは、主として税引前当

期純利益の増加により、未払法人税等が増加したことなどによります。 

固定負債は、繰延税金負債が計上されたこと等により前事業年度に比べ109.7％増加し20億円となり

ました。この結果、負債合計は、前事業年度に比べ14.3％増加し142億78百万円となりました。 

資本合計は、前事業年度に比べ、3.5％増加し612億52百万円となりました。主な増加要因は当期純利

益計上に伴う当期未処分利益の増加等によるものです。 

この結果、１株当たり株主資本は、前事業年度に比べ49円46銭増加し1,419円61銭となり、株主資本

比率は、前事業年度末の82.6％から、81.1％となりました。 

(3) 今期の経営成績の分析 

当社の今期の経営成績は、次の通りであります。 

 なお、当事業年度は連結財務諸表を作成していないため、前期との比較は、前期の個別財務諸表との

比較数値であります。 

 売上高は、前事業年度に比べ8.5％減収の550億91百万円となりました。これは、景気の回復局面によ

り建機事業は売上高が微増となり、映像・音響事業も個人消費の回復の影響を受け順調に売上高が増加

しましたが、商事事業において金融緩和による商業設備関係の競合激化や、販売用不動産の取得遅れの

影響を受けた住宅関連事業が伸長せず、減少したことによるものであります。 

 売上原価は引き続きコスト削減等を実施し、建機事業及び映像・音響事業は原価率を低減できまし

た。商事事業は競合激化による影響を受けて上昇しましたものの、全体としては83.3％から81.8％とな

りました。 

 販売費及び一般管理費は、コスト低減に努めた結果、前事業年度に比べ8.1％減少し、62億93百万円

となりました。 

 この結果、営業利益は、前事業年度に比べ16.6％増加し、37億42百万円となりました。 



 営業外収益は、資金運用での受取利息・配当金の増収や為替差益が発生したこと等により61.4％増

加し、10億28百万円となり、営業外費用は前事業年度に計上した為替差損が無くなったこと等により

49.8％減少し１億46百万円となりました。 

 この結果、経常利益は、前事業年度に比べ30.1％増加し、46億24百万円となりました。 

 特別損益（純額）は、投資有価証券の評価損が発生しましたが、前事業年度に計上した関係会社貸倒

引当金繰入額が無くなったこと等により、特別損益は１億31百万円改善致しました。 

 この結果、当期純利益は、前事業年度に比べ46.6％増加し、24億９百万円となりました。 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の経営成績に重要な影響を与える要因としては、営業力の整備を怠った場合、売上高に重要な影

響を及ぼす可能性があります。また、同業者間競争の激化による価格下落等をコストの削減で吸収でき

ない場合、利益に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 経営戦略の現状と見通し 

当社といたしましては、建機事業では建設機械のレンタル部門において、民間設備投資の回復が堅調

な大都市圏でニーズに対応した積極的な営業拠点の展開を実施しており、商事事業では多角化事業の拡

大に努めております。 

 今後につきましても、予断を許さない状況がしばらく続くものと予想されますが、建機事業では地球

環境に対応した新型機械の導入や需要の拡大に対応すべく営業体制の強化に努めてまいります。また、

商事事業では引き続き積極的に多角化を進め、新たな業種や業態の情報収集に努め、収益性の高い事業

展開を推進してまいります。 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社の資金状況は、以下のとおりであります。 

 営業活動の結果得られた資金は29億31百万円となりました。主な要因は、税引前当期純利益等による

ものであります。 

 投資活動資金の減少額は38億45百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得、投資有価証

券の取得等によるものであります。 

 財務活動において使用した資金は、10億79百万円であります。主な要因は、配当金の支払等によるも

のであります。 

 なお、当社の運転資金需要のうち主なものは、商品仕入資金、販売費及び一般管理費等の営業費用で

あります。 

 また、当事業年度に実施した設備投資の所要資金は手元資金により充当し、資金調達は行っておりま

せん。 

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について 

今後は、日銀による量的金融緩和政策の解除に伴う長短金利の上昇、先行き不透明な為替相場や原油

価格等の懸念材料もあり、なお予断を許さない状況がしばらく続くものと予想されます。 

 当社といたしましては、建機事業の効率的な運営に注力するとともに、商事事業の多角化に一層の拡

充に注力し、いかなる環境変化にも耐えうる強靭な企業体質を作りあげるべく、全社をあげて取組んで

まいる所存でございます。 

 また、当社の成長に必要な運転資金及び設備投資資金については、自己資金で賄う予定であり、財務

内容の健全化と資金運用の効率化を財務の重要事項として取組んでおります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資総額は、52億95百万円であり、このうち主なものは、建機事業における貸与資産

への投資５億59百万円、商事事業における賃貸用建物及び附属設備への投資19億16百万円、賃貸用土地へ

の投資23億45百万円、映像・音響事業における貸与資産(ＶＯＤ設備)への投資４億８百万円等でありま

す。 

なお、当事業年度において重要な売却・除却はありません。 

２ 【主要な設備の状況】 

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

平成18年２月28日現在 

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 土地の一部を外部の第三者から賃借しております。賃借料は、１億63百万円であり、面積については、

〔 〕内に外書で記載しております。また、土地の一部を外部の第三者へ賃貸しており、面積については、

<   >内に外書で記載しております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 臨時従業員数は[ ]内に年間雇用人員を外書で記載しております。 

５ 上記の他、主要な賃借設備は下記のとおりであり、金額には消費税等は含まれておりません。 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門の 
名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)貸与資産

賃貸用建
物及び附
属設備

賃貸用土地
(面積㎡)

建物及び
構築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

滋賀工場 
(湖南市)

建機事業 
商事事業

生産設備
等  

― ― ― 312
952

(31,959.75) 
9 1,274

11
［4］

本社 
(大阪市西区)

各事業及
び全社的
管理業務

本社社屋
販売設備
等

― 1,921
3,739

〔5,826.58〕
〈36,209.51〉

2,012
1,203

(1,200.15) 
75 8,952

117
［11］

東日本事業部  
東京支店 
(東京都港区） 
他営業所13店舗

建機事業 
商事事業

販売設備
等

447 ― ― 328
1,857

(47,536.50) 
〔72,135.65〕

8 2,642
109
［45］

西日本事業部  
大阪支店 
(大阪市西区） 
他営業所23店舗

建機事業 
商事事業

販売設備
等

674 ― ― 220
147

(2,313.17) 
〔64,669.47〕

13 1,057
145
［49］

システム事業部 
大阪支店 
(大阪市西区） 
他営業所4店舗

商事事業 
映像・音
響事業

販売設備
等

381 ― ― 0 ― 3 385
30

［2］

事業所名 
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容 台数(台) リース期間(年)
年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

全社 建機事業 貸与資産 3,451 ２～５ 1,458 5,868

全社 全社共通 コンピューター等 52 ４～５ 125 241



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 必要性は次のとおりです。 

   貸与資産：設備の更新及び需要の多様化と販売強化のため 

   賃貸用不動産：事業の多角化の一環として 

３ 資金調達方法：上記設備の今後の所要資金は、自己資金で賄う予定であります。 

４ 設備の内容は次のとおりです。 

   貸与資産：掘削機、発電機、ウェルダー、コンプレッサー等土木建設機械、VOD設備 

   賃貸用不動産：土地付賃貸用ビル 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門の名
称

設備の
内容

           今後の所要資金(百万円)

第47期上半期
自 平成18年3月１日 
至 平成18年8月31日

第47期下半期
自 平成18年9月１日 
至 平成19年2月28日

計

建機事業全店 建機事業 貸与資産 400 500 900

本  社
（大阪市西区）

商事事業
賃貸用
不動産

120 ― 120

システム事業部
映像・音響事

業
貸与資産 250 250 500



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式の数を減ずる」旨を定款に定めております。 

なお、平成18年５月25日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  自己株式の利益による消却による減少であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年２月28日現在 

 
(注) １ 自己株式4,694,597株は、「個人その他」の欄に4,694単元、「単元未満株式の状況」の欄に597株含めてお

ります。なお、自己株式4,694,597株は株主名簿記載上の株式数であり期末日現在の実質的な所有株式数は 

4,693,597株であります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、9単元含まれております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 149,959,000

計 149,959,000

種類
事業年度末現在発行数 

(株) 
(平成18年２月28日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成18年５月26日)

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名

内容

普通株式 47,841,297 47,841,297
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式

計 47,841,297 47,841,297 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金
増減額 
(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年10月４日(注) △41 47,841 ― 12,208 ― 13,716

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融 
機関

証券会社
その他
の法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

0 17 19 200 45 1 2,421 2,703 ―

所有株式数 
(単元)

0 10,487 2,104 14,988 4,778 1 14,875 47,233 608,297

所有株式数 
の割合(％)

0.00 22.20 4.46 31.73 10.12 0.00 31.49 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年２月28日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社1,204千株 

２ 当社は自己株式（4,693千株、持株比率9.81％）を保有しておりますが、上記の大株主から除いておりま

す。 

３ 株式会社三井住友銀行の所有株式数には、同行が退職給付信託の信託財産として拠出し、議決権行使の指図

権を留保している当社株式944千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.97％）を含んでおりま

す。なお、株主名簿上の名義は「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井アセット信託銀行再信

託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口）」であります。 

４ 株式会社東京三菱銀行と株式会社ＵＦＪ銀行は平成18年１月１日付で合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

となりました。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年２月28日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株（議決権の数９

個）、及び株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権

の数１個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式597株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社脇田興産 大阪府豊中市上野東３丁目５番３号 4,707 9.84

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,259 4.72

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,126 4.44

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,122 4.44

日興シティグループ証券株式会
社

東京都港区赤坂５丁目２番２０号 1,999 4.18

オリックス株式会社 東京都港区浜松町２丁目４番１号 1,926 4.03

脇 田 冨美男 大阪府豊中市上野東３丁目５番３号 1,680 3.51

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 1,224 2.56

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 772 1.62

株式会社奥村組 大阪市阿倍野区松崎町２丁目２番２号 744 1.56

計 ― 19,560 40.89

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 4,693,000
―

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 42,540,000 42,540 同上

単元未満株式  
普通株式 608,297 ― 同上

発行済株式総数 47,841,297 ― ―

総株主の議決権 ― 42,540 ―



② 【自己株式等】 

平成18年２月28日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。   

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、財務の健全性を保ちながら、安定配当を実施することを基本としつつ、業績に応じ適宜配分

を検討させていただくことを配当の基本方針とし、配当性向は概ね50％を維持することを目標としてお

ります。 

当期におきましては、当期純利益が前期に比し上回りましたことから、上記基本方針を踏まえて前期

1株当たり20円配当を2円増配して22円配当といたしました。この結果、配当性向は39.4％、株主資本配

当率は1.5％となります。 

内部留保資金につきましては、新規事業に対する機動的な対応を可能とするため、引続き相応の確保

を継続してまいる所存でございます。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ワキタ

大阪市西区江戸堀１丁目３番２０号 4,693,000 ― 4,693,000 9.81

計 ― 4,693,000 ― 4,693,000 9.81



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

最高(円) 335 384 740 990 1,370

最低(円) 247 264 346 722 930

月別
平成17年 
９月

平成17年 
10月

平成17年
11月

平成17年
12月

平成18年 
１月

平成18年 
２月

最高(円) 1,195 1,189 1,233 1,370 1,280 1,223

最低(円) 1,090 1,141 1,150 1,190 1,130 1,055



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役会長 代表取締役 脇 田 冨美男 昭和２年10月11日生

昭和30年３月 脇田機械工業所(舶用機械の販売

及び修理業)を創業

1,680

昭和35年３月 脇田機械工業株式会社に改組 

代表取締役社長就任 

(昭和49年３月、株式会社ワキタ

に商号変更)

昭和59年10月 株式会社ワキタ・クレジット代表

取締役社長就任

平成16年５月 当社代表取締役会長就任(現)

取締役社長 代表取締役 脇 田 貞 二 昭和32年２月10日生

平成４年４月 当社入社 社長室長就任

6

平成４年５月 当社取締役社長室長就任

平成10年５月 当社常務取締役(社長室担当)就任

平成12年８月 当社常務取締役営業本部副本部長

(本社営業部・システム事業部担

当)就任

平成14年５月 当社専務取締役営業本部副本部長

(本社営業部・システム事業部担

当)就任

平成16年５月 当社代表取締役社長就任(現)

取締役副社長 営業本部本部長 砥 石 治 雄 昭和15年４月４日生

昭和35年３月 当社入社

342

昭和44年４月 当社取締役東京支店長就任

昭和51年３月 当社取締役本部長就任

平成２年４月 当社常務取締役本部長就任

平成10年５月 当社専務取締役営業本部本部長就

任

平成16年５月 当社取締役副社長営業本部本部長

就任

平成16年６月 当社取締役副社長営業本部本部長

(国際営業部・住宅関連事業部・

本社営業第一部担当)就任

平成16年９月 当社取締役副社長営業本部本部長

(国際営業部・住宅関連事業部・

本社営業第一部・環境事業部担

当)就任

平成16年11月 当社取締役副社長営業本部本部長

(東日本事業部・国際営業部・住

宅関連事業部・本社営業第一部・

環境事業部担当)就任

平成18年３月 当社取締役副社長営業本部本部長 

就任（現）

常務取締役
西日本事業本部
本部長

高 田 寿 二 昭和17年11月９日生

昭和43年５月 当社入社

14

昭和63年５月 当社取締役東京支店長就任

平成４年４月 当社常務取締役営業本部副本部長

（関東事業部担当）就任

平成14年５月 当社常務取締役(西日本・近畿事

業部担当)就任

平成16年５月 当社常務取締役(西日本・近畿事

業部・九州事業部担当)就任

平成16年６月 当社常務取締役(西日本事業部担

当)就任

平成18年３月 当社常務取締役西日本事業本部本

部長就任（現）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

常務取締役
商事事業本部
本部長

池 田 行 弘 昭和22年９月23日生

昭和41年11月 当社入社

4

平成４年５月 当社取締役映音事業部長就任

平成９年１月 株式会社ワキタ・イノベーショ

ン・ネットワーク代表取締役社長

就任(現)

平成11年３月 当社取締役システム事業部長就任

平成14年５月 当社常務取締役(本社営業第三

部・システム事業部担当)就任

平成18年３月 当社常務取締役商事事業本部本部

長（本社営業三部・システム事業

部担当)就任（現）

常務取締役
営業本部副本
部長

三 宅 俊 昭 昭和19年２月22日生

昭和43年３月 当社入社

13

平成６年５月 当社取締役九州事業部長就任

平成14年５月 当社取締役営業推進部長就任

平成16年５月 当社常務取締役営業本部副本部長

(営業推進部担当)就任

平成16年６月 当社常務取締役営業本部副本部長

(営業推進部・製造部担当)就任

(現)

取締役

 商事事業本部 

 副本部長(兼)

 本社営業第二 

 部長

吉 野 睦 夫 昭和21年10月５日生

昭和45年３月 当社入社

9

平成９年３月 当社本社営業第二部長就任

平成12年５月 当社執行役員本社営業第二部長就

任

平成14年５月 当社取締役本社営業第二部長就任

平成18年３月 当社取締役商事事業本部副本部長 

兼本社営業第二部長就任（現）

取締役
住宅関連事業
部長

脇 尾 郁 夫 昭和20年７月６日生

昭和43年３月 当社入社

81

平成６年５月 当社取締役製造部長就任

平成14年５月 当社取締役製造部長兼住宅関連事

業部長就任

平成16年６月 当社取締役住宅関連事業部長(現)

取締役  名古屋支店長 奥 出 哲 夫 昭和21年１月25日生

昭和44年４月 当社入社

11

平成９年３月 当社北海道・東北事業部長就任

平成12年５月 当社執行役員北海道・東北事業部

長就任

平成18年３月 当社執行役員名古屋支店長就任

平成18年５月 当社取締役名古屋支店長就任 

（現）

取締役
 管理本部本部 

 長(兼)
経理部長

重  松  巌 昭和22年９月20日生

昭和45年３月 当社入社

44

平成10年３月 当社経理部長就任

平成14年５月 当社執行役員経理部長就任

平成18年５月
当社取締役管理本部本部長兼経理

部長就任（現）



 
(注) １ 取締役社長 脇田貞二は、取締役会長 脇田冨美男の娘婿であります。 

２ 取締役副社長 砥石治雄は、取締役会長 脇田冨美男の妹婿であります。 

３ 監査役 山本守昭及び青木彦藏の両氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

４ 当社では、3名の執行役員を選任し、業務の執行にあたらせております。執行役員の職務並びに氏名は、総

務部長 小田俊夫、大阪中央支店長 田中詳健、法務審査室長 内田肇一であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 常勤 向 江 利 安 昭和17年10月25日生

昭和42年６月  当社入社

4平成６年５月  当社取締役近畿事業部長就任

平成16年５月  当社常勤監査役就任(現)

監査役 ―― 辻 本 尚 夫 昭和14年７月11日生

平成２年４月 株式会社三和銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)田辺支店長就

任

10
平成４年12月 当社へ出向営業開発部長就任

平成６年５月 当社取締役ハウス事業部長就任

平成12年５月 当社常勤監査役就任

平成17年６月  当社監査役就任(現)

監査役 ―― 山 本 守 昭 昭和４年１月５日生

昭和36年４月 税理士、中小企業診断士として開

業(現) 154

昭和39年4月 当社監査役就任(現)

監査役 ―― 青 木 彦 藏 昭和10年10月26日生

平成６年６月 近畿リース株式会社(現近畿総合

リース株式会社)代表取締役専務

2

平成10年４月 中小企業診断協会和歌山支部理事

（現）

平成10年４月 和歌山地方裁判所民事調停委員

（現）

平成15年５月 当社監査役就任(現)

計 2,376



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

企業の取締役・監査役は株主の皆さまから信任を受け、会社の財産や株主の利益を損なう、あるいは利

益に反する取引や活動がないか等について、日常的に管理監督する義務を果たす必要があり、また株主の

皆さまをはじめとするいわゆるステーク・ホルダーに対し、重要情報を適時適切に開示し、経営の透明性

を高めていかなければならないと認識しております。 

またその実現のために、制度や機能の強化を図りつつ、コーポレート・ガバナンスを一層充実させてい

きたいと考えております。 

（１）会社の機関と内容について 

イ.取締役会は月１回の定例取締役会のほか、年２回決算取締役会を開催し、経営に関する重要事

項、決算案を協議・決定しております。 

ロ.営業や財務等に関し、重要事項の計画や実行を決定するため、定例常務会を月1回開催しており

ます。 

ハ.当社は監査役制度を導入しており、当事業年度末現在４名の監査役がおりますが、うち社外監査

役を２名選任しております。 

ニ.会計監査人にはナニワ監査法人を選任しております。 

ホ.顧問弁護士には法律上の判断を必要とする場合に、適時アドバイスを受けております。 

  

（２）内部統制の充実に向けた取組みについて 

イ.当社はコンプライアンス委員会を設置しており、法令遵守に係る方針・計画や推進・改善に関す

る事項について協議・決定しております。 

ロ.全社員が利用できる社内通報制度を設け、平素から違法行為や不祥事を未然に防止する努力を図

っております。 

ハ.リーガル・チェック強化の観点から、社内に法務審査室を設け、法務事項に関する窓口を一元化

すると共に、社員の法令遵守マインドの高揚に努めております。 

ニ.当社は監査役による監視機能を強化するため、常勤監査役は取締役会だけでなく、常務会やコン

プライアンス委員会等にも出席し、経営や業務の状況についての的確な把握と監視に努めており

ます。 

  

（３）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況について 

イ.内部監査頻度を高め、監査の網羅性を確保する観点より、内部監査課は当事業年度末現在３名体

制をとっております。 

ロ.監査役については当事業年度末現在社内２名、社外２名の４名体制をとっております。社外監査

役からは、経験や見識に基づいた客観的な立場から、課題の提起や意見具申等を受けておりま

す。また監査役と代表取締役２名との定期的な意見交換の場を設け、内部統制強化のための参考

としております。 

ハ.会計監査人であるナニワ監査法人に対しましては、正しい経営情報を提供する等、公平不偏な立

場から監査が実施されるように環境を整備しております。 

ニ.内部監査課、監査役、会計監査人はそれぞれ連携を密にし、効率的な監査活動を展開し、ガバナ

ンスの強化に貢献しております。 



（４）会社と社外取締役、社外監査役との人的・資本的関係又は取引関係等について 

社外取締役は当事業年度末現在選任しておりません。 

社外監査役について特に取引関係等はございません。 

  

（５）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近の１年間における実施状況 

イ.平成18年２月期は15回の取締役会を開催しております。 

ロ.平成18年２月期は13回の常務会を開催しております。 

ハ.平成18年２月期は13回の監査役会を開催しております。 

ニ.平成18年２月期は９回のコンプライアンス委員会を開催しております。 

  

（６）役員報酬の内容 

当事業年度における当社取締役及び監査役に対する年間報酬総額 

 
（注）１ 社外取締役は選任されておりません。 

２ 報酬限度額 

 
３ 使用人兼務取締役の使用人給与相当額 29百万円 

株主総会決議に基づく役員退職慰労金の支給額 

 
（７）監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるナニワ監査法人に対する報酬 

 
（８）会計監査の状況 

当社は、ナニワ監査法人と監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実施し 

ております。なお、当社と同監査法人及び当社監査に従事する業務執行社員との間に特別な利害  

関係はありません。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、畑下辰典氏、宮本富雄氏であり、当社における 

継続監査年数は畑下氏が36年、宮本氏が11年であります。 

また、当社の会計監査に係る補助者は公認会計士３名であります。 

  

取締役 ９名 １億93百万円 ((注)３に該当する金額は含んでおりません。)

監査役 ４名 25百万円

取締役 年額 ２億50百万円 (但し、使用人兼務取締役の使用人分支給額は含まない。)

監査役 年額 40百万円

取締役 1名 26百万円

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基
づく報酬の金額

29百万円

上記以外の業務に基づく報酬の金額 －百万円



当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

  

 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年3月1日から平成17年2月28日まで）は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則

第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

 なお、当連結会計年度は連結財務諸表を作成しておりません。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第5号）附則

第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年３月１日から平成17年２月

28日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成16年３月１日から平成17年２月28日まで)及び当事業年

度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)の財務諸表について、ナニワ監査法人により監査を受け

ております。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、当連結会計年度は連結財務諸表を作成しておりませ

ん。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

① 資産基準 0.1％

② 売上高基準 0.0％

③ 利益基準 0.1％

④ 利益剰余金基準 △0.0％



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 15,289

 ２ 受取手形及び売掛金 13,054

 ３ 有価証券 14,499

 ４ 金銭債権信託 7,701

 ５ たな卸資産 2,279

 ６ 繰延税金資産 197

 ７ その他 926

   貸倒引当金 △794

   流動資産合計 53,153 74.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 貸与資産 11,079

    減価償却累計額 9,920 1,158

  (2) 建物及び構築物 6,926

    減価償却累計額 3,824 3,101

  (3) 機械装置及び運搬具 436

    減価償却累計額 361 75

  (4) 土地 ※１ 5,572

  (5) その他 391

    減価償却累計額 344 47

   有形固定資産合計 9,955 13.9

 ２ 無形固定資産 291 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 5,702

  (2) 長期貸付金 52

  (3) 繰延税金資産 25

  (4) 再評価に係る繰延税金 
    資産

553

  (5) 破産債権・更生債権 758

    その他これらに準ず

    る債権

  (6) その他 2,102

    貸倒引当金 △917

   投資その他の資産合計 8,276 11.5

   固定資産合計 18,523 25.8

   資産合計 71,677 100.0



 

前連結会計年度
(平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 9,666

 ２ 未払法人税等 571

 ３ 未払消費税等 257

 ４ 賞与引当金 192

 ５ 割賦未実現利益 197

 ６ その他 658

   流動負債合計 11,543 16.1

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 140

 ２ 役員退職慰労引当金 261

 ３ 繰延税金負債 5

 ４ その他 552

   固定負債合計 959 1.3

   負債合計 12,503 17.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 12,208 17.0

Ⅱ 資本剰余金 13,717 19.2

Ⅲ 利益剰余金 35,575 49.6

Ⅳ 土地再評価差額金 △809 △1.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 500 0.7

Ⅵ 自己株式 ※３ △2,019 △2.8

   資本合計 59,173 82.6

   負債、資本合計 71,677 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 60,306 100.0

Ⅱ 売上原価 50,254 83.3

Ⅲ 割賦売上利益の調整 16 0.0

    売上総利益 10,068 16.7

Ⅳ 販売費及び一般管理費

 １ 販売諸費 506

 ２ 貸倒引当金繰入額 356

 ３ 役員報酬 256

 ４ 給料・賞与 2,552

 ５ 賞与引当金繰入額 187

 ６ 退職給付費用 206

 ７ 役員退職慰労引当金
   繰入額

33

 ８ 賃借料 881

 ９ 減価償却費 205

 10 その他 1,634 6,821 11.3

    営業利益 3,247 5.4

Ⅴ 営業外収益

 １ 受取利息 230

 ２ 受取配当金 16

 ３ 仕入割引 26

 ４ 不動産賃貸収入 117

 ５ その他 228 618 1.0

Ⅵ 営業外費用

 １ 支払利息 0

 ２ 為替差損 242

 ３ その他 89 331 0.5

    経常利益 3,533 5.9

Ⅶ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 2

 ２ 投資有価証券売却益 12

 ３ 投資有価証券償還益 0 15 0.0

Ⅷ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※２ 4

 ２ 固定資産除却損 ※３ 16

 ３ 契約解除違約金 42

 ４ 関係会社整理による店舗 
   閉鎖損

255

 ５ 過年度役員退職慰労引当 
   金繰入額

227 546 0.9

    税金等調整前 
    当期純利益

3,002 5.0

    法人税、住民税及び 
    事業税

932

    法人税等調整額 180 1,113 1.9

    当期純利益 1,889 3.1



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 13,716

Ⅱ 資本剰余金増加高

  自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 13,717

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 34,335

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 1,889 1,889

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 648 648

Ⅳ 利益剰余金期末残高 35,575



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 3,002

 ２ 減価償却費 842

 ３ 賞与引当金・退職給付引当金の増減額
   （減少：△)

△128

 ４ 役員退職慰労引当金の増減額（減少：△) 261

 ５ 有形固定資産売却益 △2

 ６ 有形固定資産売却損 4

 ７ 有形固定資産除却損 16

 ８ 受取利息及び受取配当金 △246

 ９ 有価証券の売却損 3

 10 投資有価証券の売却・償還益 △13

 11 金利スワップ評価益 △22

 12 支払利息 0

 13 契約解除違約金 42

 14 関係会社整理による店舗閉鎖損 255

 15 売上債権の増減額（増加：△） 1,975

 16 たな卸資産の増減額（増加：△） 1,522

 17 仕入債務の増減額（減少：△） △1,839

 18 貸倒引当金の増減額（減少：△） △483

 19 契約解除違約金の支出 △42

 20 関係会社整理店舗閉鎖による支出 △184
 21 その他の増減額(純額) 1,572

    小計 6,537

 22 利息及び配当金の受取額 232
 23 利息の支払額 △0
 24 法人税等の支払額 △752

    営業活動によるキャッシュ・フロー 6,017

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金の預入による支出 △1,233

 ２ 金銭債権信託の取得による支出 △2,492

 ３ 有価証券の取得による支出 △1,599

 ４ 有価証券の売却による収入 96

 ５ 有形固定資産の取得による支出 △478

 ６ 有形固定資産の売却による収入 36

 ７ 無形固定資産の売却による収入 0

 ８ 投資有価証券の取得による支出 △2,283

 ９ 投資有価証券の売却・償還による収入 55

 10 貸付けによる支出 △14

 11 貸付金の回収による収入 26

 12 その他投資による支出 △103
 13 その他投資の回収による収入 292

    投資活動によるキャッシュ・フロー △7,697

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 有形固定資産の割賦支払による支出 △119

 ２ 自己株式の取得による支出 △37

 ３ 配当金の支払額 △648
 ４ 自己株売却による収入 0

    財務活動によるキャッシュ・フロー △805

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △201

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △2,686

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 31,684

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 28,998



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結されております。 

当該連結子会社は、㈱シンコム、㈱ワキタ・クレジット、

㈱ワキタ・イノベーション・ネットワークの３社でありま

す。 

なお、㈱シンコムは平成17年2月28日の臨時株主総会にお

いて解散を決議しております。

２ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   連結決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

 時価法

たな卸資産

 主として移動平均法による原価法によっております。た

だし、販売用不動産は個別法による原価法によっており

ます。

 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

有形固定資産

 主として定率法によっております。

 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属

設備を除く。)については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

  貸与資産……………２～７年

  建物及び構築物……７～50年

無形固定資産

 定額法によっております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。



項目
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

 (3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収の可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

② 賞与引当金

  従業員への賞与支給に備えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

  なお、会計基準変更時差異(474百万円)については、

10年による按分額を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

④ 役員退職慰労引当金

  当社役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

 （会計処理方法の変更）

  役員退職慰労金については、従来、支出時の費用とし

ておりましたが、当連結会計年度より内規に基づく連

結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更いたしました。

  この変更は、近年、役員退職慰労引当金計上が定着し

てきたことに鑑み、役員の在任期間に対応した費用を

配分することによって、期間損益の適正化と財務内容

の健全化をはかるためのものであります。

  この変更に伴い、当連結会計年度に発生した33百万円

は「販売費及び一般管理費」に計上し、過年度に発生

した682百万円は3年間にわたり均等額を計上すること

とし、当連結会計年度の負担額227百万円は「特別損

失」に計上しております。

  この結果、従来の方法に比べ「営業利益」及び「経常

利益」はそれぞれ33百万円減少し、「税金等調整前当

期純利益」は261百万円減少しております。

  なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。また、この会計処理方法の

変更は、連結財務諸表提出会社である当社以外の連結

子会社3社ではおこなっておりません。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

 (4) 重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  金利スワップ取引を行っており、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、特例処理の方法によ

っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…定期預金

③ ヘッジ方針

  資金運用の効率化を目的としてデリバティブ取引を利

用しており、投機目的の取引は行わない方針でありま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、

ヘッジ有効性の評価は省略しております。

 (6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理 

主として税抜方式によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評

価法を採用しております。

６ 利益処分項目等の取扱いに

関する事項

連結会計年度中において確定した利益処分によっておりま

す。

７ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、要求払預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

No.
前連結会計年度
(平成17年２月28日)

※１ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しております。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３月31日公布政令第119号)第２

条第３号に定める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を行って算出しており

ます。

 再評価を行った年月日                   平成14年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△1,466百万円

 ２ 保証債務

 連結会社以外の会社のリース会社等に対する営業取引(リース取引・割賦販売)に対

して保証を行っております。

福友産業㈱ 96百万円

讃岐リース㈱ 71

ダイエー観光㈱ 54

その他 72社 536

計 759百万円

※３

 

自己株式の保有数

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとおりでありま

す。

 普通株式 4,658千株

 なお、当社の発行済株式総数は、普通株式47,841千株であります。



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

No.
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 0百万円

構築物他 2

計 2百万円

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 4百万円

その他 0

計 4百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産(陳腐化等のため除却) 4百万円

その他（工具器具備品他） 11

計 16百万円

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金勘定 15,289百万円

有価証券（３ヶ月以内ＣＰ） 12,999

金銭債権信託勘定（３ヶ月以内金銭債権信託受益権等） 5,208

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △4,500

現金及び現金同等物 28,998百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１ リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

貸与資産
(百万円)

その他
(工具器 
具備品他) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

1,621 736 2,357

減価償却
累計額 
相当額

618 432 1,051

期末残高
相当額

1,002 303 1,306

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 491百万円

１年超 866

計 1,357百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 632百万円

減価償却費相当額 535百万円

支払利息相当額 99百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額と

する定額法によっております。

  利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

２ オペレーティング・リース

取引

① 借手側

  未経過リース料

１年以内 701百万円

１年超 1,842

計 2,543百万円

② 貸手側

  未経過リース料

１年以内 111百万円

１年超 811

計 922百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 前連結会計年度中に償還したその他有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成17年２月28日現在)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

  株式 1,476 2,270 794

  債券

   国債・地方債等 26 27 0

   社債 1,999 2,053 53

  その他 127 138 11

小計 3,630 4,490 859

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

  株式 40 27 △12

  債券

   国債・地方債等 106 101 △4

小計 146 129 △17

合計 3,777 4,619 842

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額 
(百万円)

  株式 15 12 ―

合計 15 12 ―

区分
償還額
(百万円)

償還益の合計額
(百万円)

償還損の合計額 
(百万円)

  債券

   国債・地方債等 2 ― ―

  その他 37 0 ―

合計 39 0 ―



４ 時価評価されていないその他有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成17年２月28日現在)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

  非上場株式 573

  コマーシャル・ペーパー(ＣＰ) 14,499

  優先出資証券 500

  社債(非上場) 10

合計 15,582

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

 債券

  国債・地方債等 ― 27 ― ―

  社債 ― 616 1,548 ―

  コマーシャル・ペーパー(ＣＰ) 14,499 ― ― ―

 その他 ― 5 2 ―

合計 14,499 649 1,551 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社は金利スワップ取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

金利スワップ取引は一定の契約額を限度として効率的な資金運用を図るため行っておりますが、短期

的な投機取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

資金運用の効率化を目的としております。 

イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………定期預金 

ロ ヘッジ方針 

資金運用の効率化を目的としてデリバティブ取引を利用しており、投機目的の取引は行わない

方針であります。 

ハ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、ヘッジ有効性の評価は省略しておりま

す。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、契約先は信用度の高い

金融機関を相手として取引を行っており、相手方の契約不履行に係るリスクはほとんどないものと判断

しております。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

当社は、取引の実行および管理は「職務権限規程」に従い経理部において実施しております。また、

取引の運用状況の管理は経理部内の相互牽制を行い、定期的に取引金融機関と残高確認を行い、想定元

本や時価及び評価損益等について、内部管理資料と相違ないか点検しております。 

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

金利スワップ取引における想定元本は、実際には受払いは行われず、金利受払額を計算するための算

定基礎であり、想定元本の金額自体が必ずしもデリバティブ取引におけるリスク量を示すものではあり

ません。 

  



次へ 

２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

  

 
(注) １ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

前連結会計年度末（平成17年2月28日）

区分 取引の種類
契約額等 
(百万円)

うち一年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場 
取引 
以外 
の 
取引

金利スワップ取引

受取変動・ 
支払変動

2,000 2,000 1,900 99

合計 2,000 2,000 1,900 99



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自平成16年３月１日 至平成17年２月28日) 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度及び確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。また、主な

連結子会社は、退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年２月28日現在) 

 
(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(平成16年３月１日 至平成17年２月28日) 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。) 

 
  

①退職給付債務 △2,079百万円

②年金資産 1,701百万円

③未積立退職給付債務(①+②) △ 378百万円

④未認識数理計算上の差異 △  46百万円

⑤会計基準変更時差異の未処理額 284百万円

⑥連結貸借対照表計上額純額(③+④+⑤) △ 140百万円

⑦退職給付引当金 △ 140百万円

①勤務費用 123百万円

②利息費用 44百万円

③期待運用収益 △23百万円

④会計基準変更時差異の費用処理額 47百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 20百万円

⑥退職給付費用(①+②+③+④+⑤) 211百万円

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 1.5％ 

④数理計算上の差異の処理年数 10年

⑤会計基準変更時差異の処理年数 10年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金損金算入繰入限度超過額 249

 賞与引当金損金算入繰入限度超過額 78

 退職給付引当金損金算入繰入限度超過額 56

 役員退職慰労引当金否認 106

 一括償却資産損金算入限度超過額 13

 未払事業税 49

 たな卸資産評価損 37

 その他 29

繰延税金資産合計 619

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △ 59

 その他有価証券評価差額金 △ 341

繰延税金負債合計 △ 401

繰延税金資産の純額 217
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 42.0

(調整)

 関係会社整理に伴う税効果 △8.8

 交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1

 住民税均等割 1.7

 その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.1



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

  

 
（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

  建 機 事 業   土木・建設機械の製造、販売およびレンタル 

  商 事 事 業   建設資材、商業設備の販売・レンタル並びに住宅設備および分譲住宅の販売 

  映像・音響事業   映像・音響機器の販売並びにカラオケルームの運営 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は434億32百万円であり、その主なものは、連結

財務諸表提出会社の資金（現金及び預金、投資有価証券）等であります。 

４ 会計処理方法の変更 

  役員退職慰労引当金の計上方法の変更 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、役員退職慰労金は当連結会計年度

より内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしまし

た。この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は、建機事業22百万円、商事事業8百万円、映像・音響事

業1百万円増加し、建機事業、商事事業においては営業利益がそれぞれ同額減少し、映像・音響事業におい

ては営業損失が同額増加しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

当社は、本邦以外の国又は地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

建機事業
（百万円）

商事事業
（百万円）

映像・音響
事業 

（百万円）

計
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円）

連 結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益

（1）外部顧客に対する売上高 26,451 30,470 3,383 60,306 ― 60,306

（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ― ― ― ―

計 26,451 30,470 3,383 60,306 ― 60,306

営 業 費 用 24,009 29,636 3,413 57,059 ― 57,059

営 業 利 益（損失△） 2,442 834 △30 3,247 ― 3,247

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資       産 18,788 7,637 1,818 28,244 43,432 71,677

減 価 償 却 費 730 73 39 842 ― 842

資 本 的 支 出 498 5 0 504 ― 504



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

  

役員及び個人主要株主等 

  

 
（注） 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 市場価格を勘案して一般の取引条件と同様に決定しております。 

２ 当社代表取締役会長脇田冨美男が議決権の100％を間接所有している会社との取引であります。 

３ マンションリフォーム工事については、市場価格を勘案して一般の取引条件と同様に決定しております。

４ 不動産の貸借については、取引実勢等に基づいて決定しております。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

属性
会社等 
の名称

住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

役員及び 
その近親者

脇田 
冨美男

― ―
当社 

代表取締役 
会長

（被所有）
直接3.51

― ―

販売用不動
産及び商品
の 売 買 
(注)１

123 ― ―

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 
(当該会社
等の子会
社 を 含
む）

㈲脇興産 
(注)２

豊中市 40
金融及び不
動 産 の 賃
貸・管理

― 兼任１人
不動産の
賃貸借

マンション
リフォーム
工事(注)３

1 ― ―

不動産の賃
貸(注)４

0 ― ―

不動産の賃
借(注)４

1
敷金及び 
保証金

0

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１株当たり純資産額 1,370円32銭

１株当たり当期純利益 43円73銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため

記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当期純利益（百万円） 1,889

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,889

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,201



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成17年２月28日)
当事業年度 

(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 15,243 8,210

 ２ 受取手形 7,261 7,632

 ３ 売掛金 3,943 3,492

 ４ 賃貸未収入金 1,848 2,072

 ５ 有価証券 14,499 16,512

 ６ 金銭債権信託 7,701 5,052

 ７ 商品 602 763

 ８ 販売用不動産 1,308 731

 ９ 製品 112 125

 10 原材料 222 273

 11 貯蔵品 33 35

 12 前渡金 13 1,483

 13 前払費用 21 13

 14 繰延税金資産 197 275

 15 未収収益 29 26

 16 従業員短期貸付金 21 23

 17 未収入金 791 147

 18 その他 36 31

   貸倒引当金 △794 △733

   流動資産合計 53,093 74.1 46,169 61.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 貸与資産 ※１ 11,079 10,138

    減価償却累計額 9,920 1,158 8,633 1,504

  (2) 賃貸用不動産

    賃貸用建物及び附属設備 ― 2,290

    減価償却累計額 ― ― 369 1,921

    賃貸用土地  ― 3,739

  (3) 建物 5,863 5,583

    減価償却累計額 2,907 2,955 2,857 2,726

  (4) 構築物 1,062 953

    減価償却累計額 916 146 805 148

  (5) 機械装置 375 380

    減価償却累計額 304 71 313 66

  (6) 車両運搬具 60 55

    減価償却累計額 56 4 52 3

  (7) 工具器具備品 389 371

    減価償却累計額 342 46 330 41

  (8) 土地 ※２ 5,572 4,161

   有形固定資産合計 9,954 13.9 14,311 19.0

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 237 236

  (2) ソフトウェア 9 5

  (3) 電話加入権 39 39

  (4) その他の施設利用権 4 3

   無形固定資産合計 291 0.4 286 0.4



前事業年度
(平成17年２月28日)

当事業年度 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 5,677 8,201

  (2) 関係会社株式 25 20

  (3) 出資金 47 41

  (4) 従業員長期貸付金 52 39

  (5) 関係会社長期貸付金 1,114 ―

  (6) 破産債権・更生債権 
    その他これらに 
    準ずる債権

758 47

  (7) 長期前払費用 9 6

  (8) 繰延税金資産 52 ―

  (9) 再評価に係る繰延税金 
    資産

553 543

  (10) 敷金及び保証金 585 507

  (11) 保険積立金 33 38

  (12) 長期性預金 1,233 5,375

  (13) その他 192 161

    貸倒引当金 △2,012 △218

    投資その他の資産合計 8,322 11.6 14,764 19.5

    固定資産合計 18,568 25.9 29,362 38.9

   資産合計 71,662 100.0 75,531 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 6,142 6,513

 ２ 買掛金 3,027 2,580

 ３ 賃借未払金 496 595

 ４ 未払金 206 158

 ５ 未払費用 4 4

 ６ 未払法人税等 570 1,376

 ７ 未払消費税等 257 ―

 ８ 前受金 92 81

 ９ 預り金 35 37

 10 １年以内に到来する 
   長期前受利息

39 42

 11 賞与引当金 192 209

 12 割賦未実現利益 197 195

 13 固定資産購入支払手形 13 27

 14 固定資産購入未払金 154 276

 15 その他 110 177

   流動負債合計 11,542 16.1 12,277 16.3

Ⅱ 固定負債

  １ 繰延税金負債 ― 446

 ２ 退職給付引当金 140 78

 ３ 役員退職慰労引当金 261 500

 ４ 長期前受利息 24 25

 ５ 固定資産購入長期未払金 334 673

 ６ その他 193 276

   固定負債合計 954 1.3 2,000 2.6

   負債合計 12,496 17.4 14,278 18.9



 
  

前事業年度
(平成17年２月28日)

当事業年度 
(平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 12,208 17.0 12,208 16.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 13,716 13,716

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 0 0 0 0

   資本剰余金合計 13,717 19.2 13,717 18.2

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,182 1,182

 ２ 任意積立金

  (1) 役員退職積立金 420 420

  (2) 建物圧縮積立金 31 29

  (3) 土地圧縮積立金 58 58

  (4) 別途積立金 30,300 30,810 31,000 31,507

 ３ 当期未処分利益 3,583 4,418

   利益剰余金合計 35,575 49.6 37,108 49.1

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２ △809 △1.1 △795 △1.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金 492 0.7 1,071 1.4

Ⅵ 自己株式 ※４ △2,019 △2.8 △2,057 △2.7

   資本合計 59,166 82.6 61,252 81.1

   負債・資本合計 71,662 100.0 75,531 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日
 至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 48,938 42,439

 ２ 製品売上高 1,014 1,257

 ３ 賃貸収入 10,244 60,197 100.0 11,394 55,091 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

  (1) 期首商品・販売用 
    不動産たな卸高

3,350 1,911

  (2) 当期商品仕入高 41,483 36,627

  (3) 直接費 ※１ 121 58

     小計 44,955 38,597

  (4) 期末商品・販売用 
    不動産たな卸高

1,911 1,495

     合計 43,044 37,101

 ２ 製品売上原価

  (1) 期首製品たな卸高 188 112

  (2) 当期製品製造原価 796 993

     小計 984 1,106

  (3) 製品振替高 ※２ 106 93

  (4) 期末製品たな卸高 112 125

     合計 765 887

 ３ 賃貸原価 ※３ 6,350 50,160 83.3 7,068 45,057 81.8

Ⅲ 割賦売上利益の調整

 １ 割賦売上利益繰延戻入 142 147

 ２ 割賦売上利益繰延 125 16 0.0 146 1 0.0

    売上総利益 10,053 16.7 10,035 18.2

Ⅳ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 314 217

 ２ 販売諸費 ※４ 184 151

 ３ 貸倒引当金繰入額 526 121

 ４ 役員報酬 256 248

 ５ 給料・賞与 2,436 2,492

 ６ 賞与引当金繰入額 187 202

 ７ 退職給付費用 206 166

 ８ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

33 32

 ９ 福利厚生費 475 473

 10 賃借料 881 841

 11 減価償却費 204 181

 12 その他 1,136 6,844 11.4 1,163 6,293 11.4

   営業利益 3,208 5.3 3,742 6.8



 
  

前事業年度
(自 平成16年３月１日
 至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外収益

 １ 受取利息 ※５ 241 296

 ２ 受取配当金 16 123

 ３ 有価証券売却益 ― 17

 ４ 仕入割引 26 40

 ５ 為替差益 ― 480

 ６ 不動産賃貸収入 117 ―

 ７ 雑収入 235 637 1.1 69 1,028 1.9

Ⅵ 営業外費用

 １ たな卸資産処分損 22 11

 ２ たな卸資産評価損 ― 61

 ３ 為替差損 241 ―

 ４ 金利スワップ評価損 ― 54

 ５ 雑支出 27 291 0.5 19 146 0.3

   経常利益 3,554 5.9 4,624 8.4

Ⅶ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※６ 2 4

 ２ 投資有価証券売却益 ― 0

 ３ 投資有価証券償還益 0 3 0.0 17 21 0.0

Ⅷ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※７ 0 0

 ２ 固定資産除却損 ※８ 12 10

 ３ 固定資産減損損失 ※９  ― 25

 ４ 投資有価証券評価損 ― 150

 ５ 関係会社株式評価損 ― 4

 ６ 会員権評価損 ― 1

 ７ 過年度役員退職慰労引当 
   金繰入額

227 227

 ８ 契約解除違約金 42 ―

 ９ 関係会社貸倒引当金 
   繰入額

250 533 0.9 ― 420 0.8

   税引前当期純利益 3,024 5.0 4,225 7.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

931 1,782

   法人税等調整額 448 1,380 2.3 34 1,816 3.2

   当期純利益 1,643 2.7 2,409 4.4

   前期繰越利益 1,939 2,021

   土地再評価差額金取崩高 ― △13

   当期未処分利益 3,583 4,418



製造原価明細書 

  

 
(注) １ 労務費には次のものが含まれております。 

 
２ 原価計算の方法 

  当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。 

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 626 78.7 833 83.9

Ⅱ 労務費 (注)１ 109 13.7 96 9.7

Ⅲ 経費 60 7.6 63 6.4

  (外注加工費) (17) (17)

  (減価償却費) (10) (10)

  (その他) (32) (36)

  当期総製造費用 796 100.0 993 100.0

  当期製品製造原価 796 993

前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額 5百万円 6百万円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 
(注) 前事業年度については、連結キャッシュ・フロー計算書を作成していたため、当事業年度に係るキャッ

シュ・フロー計算書のみを記載しております。 

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税引前当期純利益 4,225
 ２ 減価償却費 783
 ３ 固定資産減損損失 25
 ４ 賞与引当金の増減額(減少:△) 16
  ５ 退職給付引当金の増減額(減少:△) △62
 ６ 役員退職慰労引当金の増減額(減少:△) 239
 ７ 有形固定資産売却益 △4
 ８ 有形固定資産除売却損 10
 ９ 受取利息及び受取配当金 △419
 10 有価証券売却益 △17
 11 為替差損益（益：△） △214
 12 投資有価証券の 
      売却・償還損益（益：△）

△17

 13 投資有価証券評価損 150
 14 たな卸資産評価損 61
 15 金利スワップ評価損益（益：△） 54
 16 売上債権の増減額(増加:△) △142
 17 たな卸資産の増減額(増加:△) 288
  18 前渡金の増減額(増加:△) △1,469
  19 破産債権・更正債権 
        その他これらに準ずる債権の増減額(増加:△)

711

 20 仕入債務の増減額(減少:△) 23
 21 貸倒引当金の増減額(減少:△) △757
  22 その他 86
    小計 3,571
 23 利息及び配当金の受取額 422
 24 法人税等の支払額(純額) △1,062
    営業活動によるキャッシュ・フロー 2,931
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金の預入による支出 △3,933
 ２ 定期預金の払戻による収入 3,000
 ３ 金銭債権信託の取得による支出 △9,624
 ４ 金銭債権信託の償還等による収入 10,917
 ５ 有価証券の償還等による収入 1,499
 ６ 有形固定資産の取得による支出 △4,640
 ７ 有形固定資産の売却による収入 7
 ８ 有価証券の取得による支出 △100
 ９ 有価証券売却による収入 115
 10 投資有価証券の取得による支出 △2,347
   11 投資有価証券の売却・償還等による収入 553
   12 貸付けによる支出 △14 
   13 貸付金の回収による収入 45
   14 その他の支出 △22
 15  その他の収入 697
    投資活動によるキャッシュ・フロー △3,845
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 有形固定資産の割賦支払による支出 △179
 ２ 自己株式の取得による支出 △38
 ３ 配当金の支払額 △861
    財務活動によるキャッシュ・フロー △1,079
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 5
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △1,988
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 28,952
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 26,964



④ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 建物圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  

  

株主総会承認年月日
前事業年度

平成17年５月26日
当事業年度 

平成18年５月25日

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,583 4,418

Ⅱ 任意積立金取崩額

   建物圧縮積立金取崩額 2 2 2 2

            合計 3,585 4,420

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 863 949

 ２ 任意積立金

    別途積立金 700 1,563 1,000 1,949

Ⅳ 次期繰越利益 2,021 2,470



重要な会計方針 

  

 

項目
前事業年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

子会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

子会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

２ デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権及

び債務の評価基準及び

評価方法

 時価法  時価法

３ たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1) 商品

  移動平均法による原価法

  ただし、映像・音響機器商品は移動

平均法による低価法

(1) 商品

  移動平均法による原価法

  ただし、映像・音響機器商品は移動

平均法による低価法

(2) 販売用不動産

  個別法による原価法

(2) 販売用不動産

  個別法による原価法

(3) 製品

  総平均法による原価法

(3) 製品

  総平均法による原価法

(4) 原材料・貯蔵品

  先入先出法による原価法

(4) 原材料・貯蔵品

  先入先出法による原価法

４ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く。)に

ついては、定額法によっておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

      貸与資産……２～７年

      建物…………７～50年

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く。)及

び映像・音響機器関係の貸与資産は

定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

   貸与資産……………２～７年

   賃貸用不動産(建物)…… 18～50年

   建  物……………７～50年

(2) 無形固定資産

  定額法によっております

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

  定額法によっております

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。



項目
前事業年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収の可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収の可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

  従業員への賞与支給に備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額

に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

  従業員への賞与支給に備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額

に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

  なお、会計基準変更時差異(474百万

円)については、10年による按分額

を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理すること

としております。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

 なお、会計基準変更時差異(474百万
円)については、10年による按分額
を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(７年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

（追加情報） 

退職給付に係る会計基準における数

理計算上の差異の償却については、

従来、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額を費用処理しておりま

したが、従業員の退職などにより平

均残存勤務期間の再検討を行った結

果、平均残存勤務期間が10年を下回

ったことに伴い、当事業年度より平

均残存勤務期間以内の一定の年数７

年による按分額を費用処理すること

としております。 

なお、当該処理年数の変更による財

務諸表に与える影響は軽微でありま

す。



項目
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
 至 平成17年２月28日)

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

(4) 役員退職慰労引当金

  当社役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当事業年度末

要支給額を計上しております。

 
 
 
 
 
 (会計処理方法の変更)

  役員退職慰労金については、従来、

支出時の費用としておりましたが、

当事業年度より内規に基づく当事業

年度末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更いたし

ました。

  この変更は、近年、役員退職慰労引

当金計上が定着してきたことに鑑

み、役員の在任期間に対応した費用

を配分することによって、期間損益

の適正化と財務内容の健全化をはか

るためのものであります。

  この変更に伴い、当事業年度に発生

した33百万円は「販売費及び一般管

理費」に計上し、過年度に発生した

682百万円は3年間にわたり均等額を

計上することとし、当事業年度の負

担額227百万円は「特別損失」に計

上しております。

  この結果、従来の方法に比べ「営業

利益」及び「経常利益」はそれぞれ

33百万円減少し、「税引前当期純利

益」は261百万円減少しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。

  なお、会計処理方法の変更による過

年度発生額682百万円については３

年間にわたり均等額を「特別損失」

に計上することとしております。



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

６ 収益及び費用の計上基

準

割賦販売については、割賦基準を採用し

ております。なお割賦適用売上高は一般

売上と同一の基準で販売価額を計上し、

次期以降に収入すべき金額に対応する割

賦販売損益は、割賦未実現利益として繰

延処理をしております。

割賦販売については、割賦基準を採用し

ております。なお割賦適用売上高は一般

売上と同一の基準で販売価額を計上し、

次期以降に収入すべき金額に対応する割

賦販売損益は、割賦未実現利益として繰

延処理をしております。

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  金利スワップ取引を行っており、金

利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、特例処理の方法によ

っております。

(1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ会計を採用しておりま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段……金利スワップ

  ヘッジ対象……定期預金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段……金利スワップ

  ヘッジ対象……有価証券

(3) ヘッジ方針

  資金運用の効率化を目的としてデリ

バティブ取引を利用しており、投機

目的の取引は行わない方針でありま

す。

(3) ヘッジ方針

  資金運用の効率化を目的としてデリ

バティブ取引を利用しており、投機

目的の取引は行わない方針でありま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、ヘッジ有効性の評

価は省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップの想定元本、利息の受

払い条件及び契約期間が対象資産と

ほぼ同一の取引のみであるため、有

効性の評価を省略しております。

９ キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

――― キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

要求払預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３カ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなってお

ります。

10 その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理について

 消費税および地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理について

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。



会計処理の変更 

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

――― １ 不動産賃貸に係る収益・費用

不動産賃貸に係る収益については、当事業年度より営

業外収益に計上する方法から売上高に計上する方法

に、それに対応する費用は販売費及び一般管理費から

売上原価に計上する方法に変更しております。

この変更は、前事業年度まで遊休不動産の有効利用と

して一部の不動産を賃貸しておりましたが、当事業年

度において賃貸用不動産を取得し、不動産の賃貸を営

業活動として展開したことにより不動産賃貸収入が増

加したために行ったものであります。

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較し

て、売上高は245百万円、売上原価は208百万円、売上

総利益は37百万円、営業利益は245百万円それぞれ増

加しましたが、経常利益及び税引前当期純利益に与え

る影響はありません。

２ 仲介に関する手数料収入

仲介に関する手数料収入については、当事業年度より

営業外収益に計上する方法から売上高に計上する方法

に変更しております。

この変更は、当該収入が営業活動の成果であり、商事

事業においてソリューション型ビジネスが定着し、今

後も安定した収入計上が見込まれ、金額的な重要性が

高まったために行ったものであります。

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較し

て、売上高、売上総利益及び営業利益はそれぞれ153

百万円増加しましたが、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。

３ 借上社宅等家賃の従業員負担額

従来、借上社宅等の支払家賃は販売費及び一般管理費

に計上し、これに対する従業員等の負担分として収受

する受取家賃等を営業外収益に計上しておりました

が、当事業年度より借上社宅等の実質的な費用負担を

明確にするために、当該受取家賃等を販売費及び一般

管理費より控除する方法に変更しております。

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較し

て、営業利益は38百万円増加しましたが、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響はありません。



 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

４ 固定資産の減損に係る会計基準

「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事

業年度に係る財務諸表から適用できる事になったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。

これにより税引前当期純利益が25百万円減少しており

ます。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該資産の金額から直接控除しており

ます。

上記１、２、３及び４の変更に伴い、従来と同一の方

法によった場合と比較して、売上高は399百万円、売

上原価は208百万円、売上総利益は191百万円、営業利

益は438百万円それぞれ増加し、経常利益に与える影

響はありませんが、税引前当期純利益は25百万円減少

しております。

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

(貸借対照表)
―――

(貸借対照表)  

不動産賃貸に係る土地・建物及びこれらに付帯する有形

固定資産は、会計処理の変更１に記載の不動産賃貸に係

る収益・費用の会計処理の変更に伴い当事業年度より

「賃貸用不動産」として「賃貸用建物及び附属設備」と

「賃貸用土地」に区分掲記しております。  

なお、前事業年度末の「賃貸用不動産」は土地に1,420

百万円、建物に80百万円及びその他構築物等に15百万円

が含まれております。

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」は、資産の総額の100分の１を

超えたため、当事業年度より区分掲記することといたし

ました。  

なお、前事業年度の「未収入金」は254百万円でありま

す。

―――



追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

――― 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

なお、当事業年度の計上額は86百万円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

No.
前事業年度 

(平成17年２月28日)
当事業年度

(平成18年２月28日)

※１ 貸与資産は主として土木建設機械であり一部建物

(ハウス)および車両運搬具等が含まれております。

貸与資産は主として土木建設機械であり一部建物

(ハウス)、車両運搬具及び映像・音響機器等が含ま

れております。

※２ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定

める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

 再評価を行った年月日   平成14年２月28日

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価

 と再評価後の帳簿価額との差額

               △1,466百万円

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定

める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

 再評価を行った年月日   平成14年２月28日

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価

 と再評価後の帳簿価額との差額

                 △1,700百万円

※３ 授権株式数は普通株式149,959,000株であります。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、これに相当する株式数を減ずることとなっ

ております。 

発行済株式総数 

 普通株式            47,841,297株

授権株式数は普通株式149,959,000株であります。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、これに相当する株式数を減ずることとなっ

ております。 

発行済株式総数 

 普通株式            47,841,297株

※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,658,981株であります。

自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

4,693,597株であります。

５ 保証債務

 下記会社のリース会社等に対する営業取引(リー

ス取引・割賦販売)に対して保証を行っておりま

す。

福友産業㈱ 96百万円

讃岐リース㈱ 71

ダイエー観光㈱ 54

㈱ヒメカン 49

㈱浅原組 30

その他 70社 456

計 759百万円

保証債務

 下記会社のリース会社等に対する営業取引(リー

ス取引・割賦販売)に対して保証を行っておりま

す。

㈱浅原組 68百万円

㈱フーマトレーディング 60

福友産業㈱ 48

㈱第一実業 33

㈱ヒメカン 30

その他 66社 438

計 678百万円

６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する時価を付

したことにより増加した純資産額は492百万円であ

ります。

配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,071百

万円であります。



(損益計算書関係) 

No.
前事業年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

※１ 直接費とは、映像・音響機器に係る直接経費で、そ
の内訳は次のとおりであります。

著作権料 73百万円

減価償却費 2

消耗品費 44

計 121百万円

直接費とは、映像・音響機器に係る直接経費で、そ
の内訳は次のとおりであります。

著作権料 27百万円

減価償却費 2

消耗品費 28

計 58百万円

※２

 

製品振替高の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 29百万円

賃貸原価 76

計 106百万円

製品振替高の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 24百万円

賃貸原価 68

その他 0      

計 93百万円

※３

 

賃貸原価とは、土木建設機械等をレンタルまたはリ
ースして収入するための直接費用で、その内訳は次
のとおりであります。

賃借料 3,833百万円

修理費 590

消耗品費 261

運賃 1,037

減価償却費 604

その他 24

計 6,350百万円

賃貸原価とは、土木建設機械等をレンタルまたはリ
ースして収入するための直接費用及び不動産賃貸に
対応する費用で、その内訳は次のとおりでありま
す。

賃借料 4,269百万円

修理費 630

消耗品費 317

運賃 1,103

減価償却費 589

不動産賃貸費用 116

その他 41

計 7,068百万円

※４ 販売諸費には、運賃荷造費、販売手数料、販売補修

費等を含んでおります。

販売諸費には、運賃荷造費、販売手数料、販売補修

費等を含んでおります。

※５ 当科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりであります。

受取利息 11百万円  

            ―――

※６ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

構築物他 2百万円

固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

構築物他 4百万円

※７ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

電話加入権 0百万円

固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 0百万円

※８ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産(陳腐化等のため除却) 3百万円

その他（工具器具備品他） 9

計 12百万円

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産(陳腐化等のため除却) 2百万円

その他（工具器具備品他） 7

計 10百万円



 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

前事業年度に係るキャッシュ・フロー計算書関係については、連結財務諸表における注記事項とし

て記載しているため、当事業年度に係る注記事項のみを記載しております。 
  

 
  

No.

前事業年度 

(自 平成16年３月１日 

至 平成17年２月28日)

当事業年度 

(自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日)

※９             ―――

 

当社は、以下の資産について減損損失を計上してお

ります。

場所 北海道石狩市

用途 賃貸用不動産

種類 土地

当社のグルーピングの方法は、原則として事業所別

に区分し、賃貸用不動産については個々の物件を単

位としております。 

グルーピングの単位である各事業所においては、減

損の兆候はありませんでしたが、北海道石狩市の賃

貸用不動産については賃料水準の低下及び継続的な

地価の下落により、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し当該減少額25百万円を減損損失に計上しており

ます。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、土地については固定資産税

評価額等に基づいて、合理的な調整を行い評価して

おります。

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 8,210百万円

有価証券 
   ３ヶ月以内ＣＰ 999

   ３ヶ月以内ＣＤ 15,400      

金銭債権信託勘定(３ヶ月以内金銭債権信託受益権等) 3,853

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,500

現金及び現金同等物 26,964百万円



(リース取引関係) 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産 
(百万円)

その他
(工具器 
具備品他)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

1,621 736 2,357

減価償却 
累計額 
相当額

618 432 1,051

期末残高 
相当額

1,002 303 1,306

（借手側）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産
(百万円)

その他 
(工具器 
具備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

2,361 570 2,932

減価償却
累計額 
相当額

913 347 1,261

期末残高
相当額

1,447 223 1,671

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 491百万円
１年超 866

計 1,357百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 623百万円
１年超 1,115

計 1,738百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 632百万円

減価償却費相当額 535百万円

支払利息相当額 99百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 700百万円

減価償却費相当額 595百万円

支払利息相当額 118百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

  利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２ オペレーティング・リ

ース取引

① 借手側

  未経過リース料

１年以内 701百万円
１年超 1,842

計 2,543百万円

① 借手側

  未経過リース料

１年以内 1,052百万円
１年超 3,114

計 4,166百万円

② 貸手側

  未経過リース料

１年以内 111百万円
１年超 811

計 922百万円

② 貸手側

  未経過リース料

１年以内 111百万円
１年超 699

計 811百万円

(減損損失について)  

リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。



(有価証券関係) 

前事業年度に係る有価証券関係（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く）について

は、連結財務諸表における注記事項として記載しているため、当事業年度に係る注記事項のみを記載

しております。なお、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度(平成18年２月28日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
２ 時価評価されていないその他有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 
(注) 当事業年度において 150百万円の減損処理を行っております。 

３ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

(平成18年２月28日）

区分

当事業年度末
(平成18年２月28日)

取得原価(百万円)
貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

株式 2,354 4,085 1,730

債券

 国債・地方債等 133 140 6

 社債 1,999 2,034 34

その他 127 196 69

小計 4,615 6,456 1,840

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

その他 1,464 1,428 △36

小計 1,464 1,428 △36

合計 6,080 7,885 1,804

区分

当事業年度末
(平成18年２月28日)

貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 418

コマーシャル・ペーパー(ＣＰ) 999

譲渡性預金(ＣＤ) 15,400

社債(非上場) 10

計 16,828

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

コマーシャル・ペーパー(ＣＰ) 999 － － －

譲渡性預金(ＣＤ) 15,400 － － －

債券

 国債・地方債等 112 27 － －

 社債 － 512 1,531 －

その他 － 9 － －

計 16,512 548 1,531 －



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度に係るデリバティブ取引関係については、連結財務諸表における注記事項として記載し

ているため、当事業年度に係る注記事項のみを記載しております。 

  

当事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社は金利スワップ取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

金利スワップ取引は一定の契約額を限度として効率的な運用資金を図るため行っておりますが、短期

的な投機取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

資金運用の効率化を目的としております。 

なお、ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ取引についてはヘッジ会計を適用しており、ヘッジ会

計の方法は「重要な会計方針８」に記載のとおりであります。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。なお、契約先は信用度の高い

金融機関を相手として取引を行っており、相手方の契約不履行に係るリスクはほとんどないものと判断

しております。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

当社は、取引の実行および管理は、「職務権限規定」に従い経理部において実施しております。ま

た、取引の運用状況の管理は経理部内の相互牽制を行い、定期的に取引金融機関と残高確認を行い、想

定元本等について、内部管理資料と相違ないか点検しております。 

(6) 「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 

金利スワップ取引における想定元本は、実際には受払いは行われず、金利受払額を計算するための算

定基礎であり、想定元本の金額自体が必ずしもデリバティブ取引におけるリスク量を示すものではあり

ません。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 
(注) １ 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

当事業年度末（平成18年２月28日）

区分 取引の種類
契約額等 
(百万円)

うち一年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場 
取引 
以外 
の 
取引

金利スワップ取引

受取変動・ 
支払変動

2,000 2,000 1,846 153

合計 2,000 2,000 1,846 153



(退職給付関係) 

前事業年度に係る退職給付関係については、連結財務諸表における注記事項として記載しているた

め、当事業年度に係る注記事項のみを記載しております。 

  

当事業年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度及び確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年２月28日現在) 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項(平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
      （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌 

事業年度から費用処理することとしております。なお、従業員の平均残存勤務期間が10年を下回ったことに伴

い、数理計算上の差異の償却年数を10年から７年に変更しております。この変更による影響は軽微でありま

す。） 

      (注) 割引率は期首時点では、２％を適用しておりましたが、期末時点において1.5％に変更しております。 

  

 ①退職給付債務 △2,206百万円

 ②年金資産 2,010百万円

 ③未積立退職給付債務（①+②） △196百万円

 ④未認識数理計算上の差異 △118百万円

 ⑤会計基準変更時差異の未処理額 237百万円

 ⑥貸借対照表計上額純額（③+④+⑤） △78百万円

 ⑦退職給付引当金 △78百万円

①勤務費用 97百万円

②利息費用 41百万円

③期待運用収益 △25百万円

④会計基準変更時差異の費用処理額 47百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 10百万円

⑥退職給付費用（①+②+③+④+⑤） 171百万円

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 (注) 1.5%

③期待運用収益率 1.5%

④会計基準変更時差異の処理年数 10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 7年



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

前事業年度においては、連結財務諸表を作成していたため、持分法損益等につきましては、記載を

省略しております。 

当事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成17年２月28日)

当事業年度
(平成18年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金損金算入繰入限度超過額 249

 賞与引当金損金算入繰入限度超過額 78

 退職給付引当金損金算入繰入限度超
過額

56

 役員退職慰労引当金否認 106

 一括償却資産損金算入限度超過額 13

 未払事業税 49

 有価証券評価損否認額 26

 たな卸資産評価損 37

 その他 29

繰延税金資産合計 645

繰延税金負債
 固定資産圧縮積立金 △59

 その他有価証券評価差額金 △336

繰延税金負債合計 △396

繰延税金資産の純額 249  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 賞与引当金損金算入繰入限度超過額 84

退職給付引当金損金算入繰入限度超
過額

31

 役員退職慰労引当金否認 203

 一括償却資産損金算入限度超過額 16

 未払事業税 117

 有価証券評価損否認額 75

 たな卸資産評価損 32

 その他 57

繰延税金資産合計 619

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △58

 その他有価証券評価差額金 △732

繰延税金負債合計 △791

繰延税金負債の純額 △171

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 42.0

(調整)

 交際費等永久に損金に算入
 されない項目

1.9

 受取配当金等永久に益金に算入
 されない項目

△0.1

 住民税均等割 1.7

 その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

交際費等永久に損金に算入
されない項目

1.6

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.2

 住民税均等割 1.1

 その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.0



(関連当事者との取引) 

前事業年度に係る関連当事者との取引については、連結財務諸表における注記事項として記載し

ているため、当事業年度に係る注記事項のみを記載しております。 

  

当事業年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  

役員及び個人主要株主等 

  

 
（注） 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当社代表取締役会長脇田冨美男が議決権の100％を間接所有している会社との取引であります。 

２ 不動産の賃借については、取引実勢等に基づいて決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所

資本金 
又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 
(当該会社
等の子会
社 を 含
む）

㈲脇興産 
(注)１

豊中市 40
金融及び不
動 産 の 賃
貸・管理

― 兼任1人
不動産の
賃借

不動産の賃
借(注)２

2
敷金及び 
保証金

0



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 1,370円15銭 １株当たり純資産額 1,419円61銭

１株当たり当期純利益 38円05銭 １株当たり当期純利益 55円82銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

前事業年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当期純利益（百万円） 1,643 2,409

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,643 2,409

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,201 43,164



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  

【株式】 

 
(注) 端株株式数は切り捨てて表示しております。 

  

【債券】 

 
(注) 満期保有目的の債券はありません。 

  

【その他】 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有 
価証券

その他 
有価証券

㈱奥村組 1,272,000 798

㈱ヨコオ 232,200 339

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 169 295

㈱ダイヘン 500,000 283

㈱横河ブリッジ 270,000 229

極東開発工業㈱ 209,400 219

三精輸送機㈱ 206,500 215

㈱日阪製作所 97,000 208

明星工業㈱ 217,000 190

大和システム㈱ 71,100 186

㈱りそなホールディングス 369 153

㈱三井住友フィナンシャルグループ 107 137

㈱ノーリツ 60,000 132

その他４５銘柄 1,590,131 1,112

計 4,725,976 4,504

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額
(百万円)

有価 
証券

その他 
有価証券

コマーシャル・ペーパー（ＣＰ） 999百万円 999

譲渡性預金（ＣＤ） 15,400百万円 15,400

三菱ＵＦＪ証券㈱ 米国務省証券（外貨建） 1,000千米ドル 112

小計
1,000千米ドル
16,399百万円

16,512

投資有 
価証券

その他 
有価証券

国債 204回1.6％利付(10年) 15百万円 15

大阪市債２銘柄 12百万円 12

㈱三井住友銀行 社債 500百万円 502

㈱三井住友銀行 ユーロ円建て劣後債 1,500百万円 1,531

㈱三河機工 社債 10百万円 10

小計 2,037百万円 2,071

計
1,000千米ドル
18,436百万円

18,583

種類及び銘柄
投資口数等
(百万口)

貸借対照表計上額
(百万円)

投資有 
価証券

その他 
有価証券

(証券投資信託受益証券)

大和証券投資信託委託㈱ グローバル債券ファンド 920 987

興銀第一ライフ・アセットマネージメント㈱
 ＤＩＡＭハッピークローバー

457 440

三井住友アセットマネジメント㈱
 三井住友・日本株オープン

142 153

その他４銘柄 40 43

計 1,559 1,625



【有形固定資産等明細表】 
  

 
(注) １ 賃貸用土地の（  ）内は、内書きで減損損失によるものであります。 

２ 当期の増加及び減少の主なものは下記のとおりであります。 

  (１)増加の主なもの 

 
  (２)減少の主なもの 

 
３ 長期前払費用の(  )内は、内書きで期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累計

額及び当期償却額の算定には含まれておりません。 

４ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 貸与資産 11,079 968 1,909 10,138 8,633 497 1,504

 賃貸用不動産
  賃貸用建物及び 
  附属設備

― 2,295 5 2,290 369 91 1,921

  賃貸用土地 ― 3,765 
25
(25)

3,739 ― ― 3,739

 建物 5,863 9 288 5,583 2,857 150 2,726

 構築物 1,062 39 148 953 805 18 148

 機械装置 375 22 18 380 313 9 66

 車両運搬具 60 ― 5 55 52 0 3

 工具器具備品 389 8 26 371 330 11 41

 土地 5,572 9 1,420 4,161 ― ― 4,161 

有形固定資産計 24,403 7,118 3,848 27,673 13,362 779 14,311

無形固定資産

 借地権 ― ― ― 236 ― ― 236

 ソフトウェア ― ― ― 156 150 3 5

 電話加入権 ― ― ― 39 ― ― 39

 その他の施設 
 利用権

― ― ― 11 8 0 3

無形固定資産計 ― ― ― 444 158 4 286

長期前払費用
1,018
(9)

1
(1)

1,013
(4)

6
(6)

0
 

― 
 

6
(6)

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

貸与資産 発電機・掘削機等の購入 968百万円

賃貸用建物及び附属設備 賃貸用商業ビル２棟購入 1,916百万円

賃貸用土地 賃貸用商業ビル２棟購入 2,345百万円

賃貸用土地 表示方法の変更に記載の土地からの科目振替 1,420百万円

貸与資産 発電機・掘削機等の売却及び除却 1,886百万円

土  地
表示方法の変更に記載の賃貸用土地への科目
振替

1,420百万円

長期前払費用
通信カラオケ用基本楽曲費用の配信完了に伴
う除却

1,008百万円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式は4,693,597株であります。 

２ 当期増加額及び減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 12,208 ― ― 12,208

資本金のうち
既発行株式

普通株式(注)１ (株) (47,841,297) (―) (―) (47,841,297)

普通株式 (百万円) 12,208 ― ― 12,208

計 (株) (47,841,297) (―) (―) (47,841,297)

計 (百万円) 12,208 ― ― 12,208

資本準備金及
びその他資本
剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 13,534 ― ― 13,534

 合併差益 (百万円) 182 ― ― 182

その他資本剰余金

 自己株式処分差益 (百万円) 0 ― ― 0

計 (百万円) 13,717 ― ― 13,717

利益準備金及
び任意積立金

利益準備金 (百万円) 1,182 ― ― 1,182

任意積立金

 役員退職積立金 (百万円) 420 ― ― 420

 建物圧縮積立金 
 (注)２

(百万円) 31 ― 2 29

 土地圧縮積立金 (百万円) 58 ― ― 58

 別途積立金 
 (注)２

(百万円) 30,300 700 ― 31,000

計 (百万円) 31,992 700 2 32,690

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 2,807 637 1,976 515 952

賞与引当金 192 209 192 ― 209

役員退職慰労引当金 261 260 20 ― 500



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 142

預金

当座預金 784

普通預金 3,897

定期預金 3,385

計 8,068

合計 8,210

相手先 金額(百万円)

近畿総合リース㈱ 334

㈱ダイエー 194

㈱ソクト 159

スミセイ・リース㈱ 127

ライト工業㈱ 124

その他 6,692

合計 7,632

期日 金額(百万円)

平成18年３月  満期 1,574

  〃  ４月   〃 1,349

  〃  ５月   〃 1,557

  〃  ６月   〃 1,039

  〃  ７月   〃 615

  〃  ８月以降満期 1,495

合計 7,632



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

ニ 賃貸未収入金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)賃貸未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

相手先 金額(百万円)

三井住友銀リース㈱ 123

日立キャピタル㈱ 105

㈱産九 91

エヌ・ティ・ティ・リース㈱ 83

㈲中央リース 71

その他 3,015

合計 3,492

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

3,943 45,710 46,162 3,492 93.0 29.7

相手先 金額(百万円)

㈱加藤建設 65

㈱テノックス 42

ライト工業㈱ 34

日特建設㈱ 26

㈱アイダ設計 18

その他 1,885

合計 2,072

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,848 11,959 11,735 2,072 85.0 59.8



ホ 金銭債権信託 
  

 
  

ヘ 商品 
  

 
  

ト 販売用不動産 
  

 
  

チ 製品 
  

 
  

リ 原材料 
  

 
  

ヌ 貯蔵品 
  

 
  

ル 長期性預金 
  

 
  

品目 金額(百万円)

リース債権信託受益権 2,200

売掛債権信託受益権 1,653

手形債権信託受益権 1,199

合計 5,052

品目 金額(百万円)

土木建設機械 334

映像・音響機器 313

建設資材その他 115

合計 763

内訳 土地面積(㎡) 建物延べ面積(㎡) 金額(百万円)

関西地区 5,747.41 857.41 365

関東地区 67,681.00 ― 365

合計 73,428.41 857.41 731

品目 金額(百万円)

土木建設機械 125

合計 125

品目 金額(百万円)

買入部分品 273

合計 273

品目 金額(百万円)

賃貸消耗品 15

広告用印刷物等 13

事務用品・消耗品等 3

その他 2

合計 35

品目 金額(百万円)

円貨建定期預金 3,300

外貨建定期預金 2,075

合計 5,375



負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

ロ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

大阪日野自動車㈱ 322

㈱鶴見製作所 235

デンヨー㈱ 214

㈱ミカド 192

日立建機㈱ 169

その他 5,379

合計 6,513

期日 金額(百万円)

平成18年３月  満期 1,381

  〃  ４月   〃 1,435

  〃  ５月   〃 1,400

  〃  ６月   〃 1,191

  〃  ７月   〃 1,053

  〃  ８月以降満期 50

合計 6,513

相手先 金額(百万円)

㈱第一興商 138

日立建機㈱ 114

日本車輌製造㈱ 110

コベルコ建機西日本㈱ 78

デンヨー㈱ 75

その他 2,062

合計 2,580



ハ 賃借未払金 

  

 
  

ニ 固定資産購入支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円)

㈱日商機械 13

㈱カナモト 11

㈱アテックス 7

グリーンレンタル㈱ 5

㈱ナガワ 5

その他 552

合計 595

相手先 金額(百万円)

㈲タカショウ 8

東空販売㈱ 3

㈱鶴見製作所 2

古河ロックドリル㈱ 2

㈱イシショウ 2

その他 8

合計 27

期日 金額(百万円)

平成18年３月  満期 8

  〃  ４月   〃 3

  〃  ５月   〃 4

  〃  ６月   〃 7

  〃  ７月   〃 2

合計 27



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 ２月末日

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券および100株未満の株数を表示した株券

中間配当基準日 ８月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき   210円（税込み）

株券喪失登録

 株券喪失登録請求料 １件につき 10,500円（税込み）

 株券登録料 １枚増す毎に  525円（税込み）

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として当社株式取扱規則で定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(１)
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第43期)

自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日

平成17年４月５日 
関東財務局長に提出。

(２)
半期報告書の 
訂正報告書

(第44期中)
自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日

平成17年４月５日 
関東財務局長に提出。

(３)
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第44期)

自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日

平成17年４月５日 
関東財務局長に提出。

(４)
半期報告書の 
訂正報告書

(第45期中)
自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日

平成17年４月５日 
関東財務局長に提出。

(５)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第45期)

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日

平成17年５月27日 
関東財務局長に提出。

(６) 半期報告書 (第46期中)
自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日

平成17年11月４日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年５月26日

株式会社ワキタ 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ワキタの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ワキタ及び連結子会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（３）④に記載されているとおり、会社は役員退職慰

労金を支出時の費用として処理する方法から、内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更した。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 

ナニワ監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  畑  下  辰  典  ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年５月26日

株式会社ワキタ 

取締役会 御中 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ワキタの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ワキタの平成17年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な会計方針５（４）に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金を支出時の費用として処理する

方法から、内規に基づく当事業年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

ナニワ監査法人

代表社員
関与社員

公認会計士  畑  下  辰  典  ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年５月25日

株式会社ワキタ 

取締役会 御中 

 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ワキタの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ワキタの平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更１、２及び３に記載されているとおり、会社は不動産賃貸に係る収益・費用、仲介に関す

る手数料収入及び借上社宅等家賃の従業員負担額の計上区分を変更した。又、会計処理の変更４に記載され

ているとおり、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により財

務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

ナニワ監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士  畑  下  辰  典  ㊞

 

代表社員
業務執行社員

公認会計士  宮  本  富  雄  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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